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平成 19 年 3 月期   決算短信 
             平成 19 年 5月 14 日 

上 場 会 社 名        株式会社 博報堂 DY ホールディングス               上 場 取 引 所     東証一部 
コ ー ド 番 号        2433                            ＵＲＬ  http://www.hakuhodody-holdings.co.jp/ 
代  表  者  （役職名）代表取締役社長   （氏名）戸田 裕一 
問合せ先責任者  （役職名）ＩＲ室長      （氏名）清水 瞬一    TEL : (03) 6218－9033 
定時株主総会開催予定日  平成 19 年 6 月 28 日            配当支払開始予定日 平成 19 年 6 月 29 日 

有価証券報告書提出予定日 平成 19 年 6 月 29 日 
 
１． 19 年 3 月期の連結業績（平成 18 年 4月 1日～平成 19 年 3月 31 日） 
(1)連結経営成績                                                                （百万円未満切捨）    
 売上高 営業利益 経常利益 当期純利益 

 百万円    ％ 百万円    ％ 百万円    ％ 百万円    ％

19 年 3 月期
18 年 3 月期 

1,088,442  △2.0 
1,111,121   2.0 

24,454   △1.0
24,710    10.3

26,928     4.4 

25,782    12.9 

12,055     6.6

11,313     8.9
 

 
１株当たり 

当期純利益 

潜在株式調整後

１ 株 当 た り 当 期 純 利 益       

自己資本    

当期純利益率 

総 資 産 

経常利益率 

売 上 高 

営業利益率 

  円 銭  円 銭 ％ ％ ％

19 年 3 月期 
18 年 3 月期 

310 30 
285 51 

－
－

5.8 
5.8 

5.1  
5.0  

2.2 
2.2 

(注) 持分法投資損益       19 年 3 月期      721 百万円   18 年 3 月期     86 百万円 
        
(2)連結財政状態 

 総 資 産      純 資 産 自己資本比率 １株当たり純資産 

 百万円 百万円 ％ 円  銭

19 年 3 月期 
18 年 3 月期 

534,481 
518,471 

215,626
203,592

39.8 
39.3 

5,471 13
5,234 58

(参考) 自己資本 19 年 3 月期  212,561 百万円    18 年 3 月期   - 円 
 
(3)連結キャッシュ･フローの状況 

 
営 業 活 動 に よ る          
キャッシュ・フロー 

投 資 活 動 に よ る          
キャッシュ・フロー 

財 務 活 動 に よ る          
キャッシュ・フロー 

現金及び現金同等物 
期 末 残 高          

 百万円 百万円 百万円 百万円

19 年 3 月期 
18 年 3 月期 

     1,230
      27,533 

△13,171
△25,281

△4,293 
△4,690 

63,904
79,522

 
２.  配当の状況 
 

１株当たり配当金 

（基準日） 
第1 
四半期末 

中間期末 第 3 
四半期末

期末 年間 

配当金総額 
（年間） 

配当性向 
（連結） 

純資産配当率
（連結） 

  円 銭  円 銭  円 銭  円 銭  円 銭 百万円 ％ ％

18 年 3 月期 
19 年 3 月期 

－ 
－ 

25  00 
30  00 

－
－

30  00
40  00

55  00
70  00

2,136
2,719

19.3 
22.6 

1.1
1.3

20 年 3 月期 
（予想） 

－ 
 
40  00 

 
－ 40  00 80  00  23.0  

 
３．20 年 3月期の連結業績予想（平成 19 年 4月 1日～平成 20 年 3 月 31 日） 

                          （％表示は、通期は対前期、中間期は対前年中間期増減率） 

 売 上 高 営 業 利 益  経 常 利 益 当期純利益 １株当たり 
当期純利益 

 百万円  ％ 百万円   ％ 百万円   ％ 百万円    ％    円  銭  

中 間 期 
通    期 

520,000 2.6 
1,116,000  2.5 

8,800   21.1
25,500    4.3

9,500   17.1
27,000    0.3

4,700   29.5 
13,500   12.0 

120   97 
     347    48 

※業績予想につきましては、当社が現時点で合理的と判断する一定の条件に基づき作成しており、実際の業績は、今
後様々な要因によって大きく異なる結果となる可能性があります。上記予想に関連する事項につきましては、添付
資料をご参照ください。 
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４．その他 
 

(1)  期中における重要な子会社の異動（連結範囲の変更を伴う特定子会社の異動）     無 

   

(2)  連結財務諸表作成に係る会計処理の原則・手続、表示方法等の変更（連結財務諸表作成のための基本となる重要

な事項の変更に記載されるもの） 

① 会計基準等の改正に伴う変更      有 

② ①以外の変更             無 

  ※詳細は 24 ページ（会計方針の変更）をご覧ください。 

 

(3)  発行済株式数（普通株式） 

① 期末発行済株式数（自己株式を含む）     19 年 3 月期 38,855,810 株    18 年 3 月期 38,855,810 株 

    ② 期末自己株式数                19 年 3 月期      4,384 株    18 年 3 月期      4,293 株 

※1株当たり当期純利益（連結）の算定の基礎となる株式数については 38 ページ「1株当たり情報」をご覧 

 ください。 
 
（参考）個別業績の概要 
 
１． 19 年 3 月期の業績(平成 18 年 4 月 1日～平成 19 年 3 月 31 日) 
(1)個別経営成績                              （百万円未満切捨） 

 営業収益 営業利益 経常利益 当期純利益 

 百万円   ％ 百万円   ％ 百万円   ％ 百万円   ％
19 年 3 月期 
18 年 3 月期 

   6,777   2.6 
6,603    15.9 

    4,671     5.5 
4,429    43.0 

   4,789     4.6 
   4,580    40.9 

4,630    3.6 
    4,470   43.5 

 
 1 株 当 た り 

当 期 純 利 益 
潜 在 株 式 調 整 後
１ 株 当 た り 当 期 純 利 益

 円 銭 円 銭

19 年 3 月期 
18 年 3 月期 

119  20 
114  14 

－
－

 
(2)財政状態 

 総 資 産      純 資 産 自己資本比率 １株当たり純資産 

 百万円 百万円 ％ 円  銭

19 年 3 月期 
18 年 3 月期 

218,745 
213,273 

        171,479 
169,216 

78.4 
79.3 

4,413  71 
4,354  55 

(参考) 自己資本 19 年 3 月期  171,479 百万円    18 年 3 月期   169,216 百万円 

※ 業績予想の適切な利用に関する説明、その他特記事項 
すでに公表しておりますように、博報堂 DY グループ各社の東京地区オフィスを 2008 年中に移転することを

決定しております。 

移転につきましては、現在のオフィスの原状回復費用やその作業期間に発生するオフィス賃借料などの一時

費用やあらたに発生するオフィス設備の減価償却費などの販管費が発生する予定です。 

しかしながら、現時点では、まだ、具体的な移転計画が決定していないため、今回の業績見通しには、それ

らの費用を含めておりません。 

本件による連結業績への影響につきましては、あらためてお知らせいたしますが、その点ご承知置きくださ

い。 



 
㈱博報堂 DYホールディングス(2433) 平成 19 年 3月期決算短信 

- 3 - 

１．経営方針 

（1） 経営の基本方針 

  当社グループは、持株会社である当社傘下に、株式会社博報堂、株式会社大広、株式会社読売広告社の３つの広告

事業会社と、総合メディア事業会社 株式会社博報堂 DY メディアパートナーズを保有する我が国広告業界では前例の

無いマルチ･エージェンシー･グループであります。 

 当社グループは、業界初のこの枠組みを最大限に活用し、以下の７つの『グループ経営理念』の下、社会環境、事業

環境の変化に率先して対応し、グループ企業価値の継続的な向上に努めてまいる所存であります。 

《グループ経営理念》 

① 広告主に対して、常に最善のサービスを提供し、ビジネス価値の向上に貢献する。 

② メディアの革新と向き合い、メディア価値の向上に貢献する。 

③ 世界的にネットワークを展開し、サービス網の充実をはかる。 

④ 生活者(注)から発想することで、人々の次世代の豊かさを創造し、社会の発展に寄与する。 

⑤ 自由と自律を尊重し、多様な個性とチーム力を価値創造の源泉とする。 

⑥ 競争と協調の精神で、新しい挑戦を続け、世界一級の広告会社グループを目指す。 

⑦ 企業価値の継続的な向上を図り、株主からの信頼と期待に応える。 

(注)「生活者」とは、単に消費する人＝「消費者」ではなく、価値観や欲求が個性化、多様化した様々な生活の

中で行動する人を指す意味で用いております。 

 

（2） 利益配分に関する基本方針 

利益配分につきましては、安定した配当を継続して実施することを基本としながら、資金需要の状況、業績の動

向及び企業競争力強化のための内部留保の充実等を総合的に勘案の上決定し、業績動向等に不測の事態が発生しな

い限り、１株当たり50円(注)を下限にする方針であります。 

なお、平成20年３月期の年間の配当額は、１株当たり80円（中間配当額同40円）を予定しております。 

また、安定した配当に加え、自己株式取得による株主還元についても、適宜検討の上、取り組みを行ってまいり

ます。 

 (注) 現在の発行済株式数を前提にしております。 

 

（3） 投資単位の引下げに関する考え方及び方針等 

当社は、個人投資家をはじめとする投資家層の拡大並びに株式の流動性向上を資本政策上の重要課題と認識し、平

成18年３月に１単元を100株から10株に引き下げました。今後も株式の流動性、株主数等を総合的に勘案の上、投資

家の皆様により投資しやすい環境を整えるために、適宜検討を行ってまいります。 

 

（4） 目標とする経営指標 

    当社グループは、グループ総体での継続的シェア拡大による業界ポジションの強化を前提に、中期的な経営目標

として以下の指標を重視しております。 

①  利益創出力の拡大： 連結営業利益 

②  付加価値創出力の向上： 連結売上総利益、連結オペレーティング・マージン 

③  資本効率の向上： 株主資本利益率（ＲＯＥ） 
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(注）オペレーティング･マージン＝営業利益／売上総利益 

 

（5） 会社の対処すべき課題及び中期的な経営戦略 

 国内広告市場における総広告費は、平成 18 年に前年比 100.6％と３年連続の増加となりましたが、その伸びは鈍

化しております。構造的には、マスメディア広告が２年連続で縮小する一方、インターネット広告等マスメディア以

外の市場が伸長し、コミュニケーションの多様化が顕著になってきております。これを広告主企業の視点から見ると、

従来、別々の活動として扱われてきた「広告宣伝活動」と「販売促進活動」を統合化する動きが進んでおり、広告周

辺領域も含めたトータルなマーケティング・サービスに対するニーズが増大しています。一方、これらの動きを生活

者の視点から見ると、デジタル化の進展によるメディア環境の変化によって、生活者が主体的に情報を収集、選別、

発信し、自らの情報体験のイニシアティブを握っていく中で、いわば“生活者主導社会™ ”が到来しつつあります。 

 こうした環境の中、当社グループは、“生活者主導社会™ ”に対応すべく、基本ポリシーである「生活者発想」を

更に深化させた、新たなマーケティング・コミュニケーションモデル「エンゲージメント・リング™ 」を開発いたし

ました。このモデルは、生活者の多様化した情報体験を「心が動く」「選択する」「共有する」「絆を感じる」という

４つで捉えた情報体験モデルです。これら４つの情報体験を統合的にプランニングすることにより、当社グループの

基本戦略である「マス・マーケティングとリレーションシップ・マーケティングの統合を核として、広告主のマーケ

ティング活動全体の最適化を実現するパートナーとなる」ことを推進してまいります。 

 

<１> 統合マーケティング・サービス提供体制の整備 

① コア広告領域での更なる競争力・収益力の強化 

 当社グループは、株式会社博報堂、株式会社大広及び株式会社読売広告社という業界で有力なポジションを確

立している３つの広告会社を有しております。得意先の高度なニーズに応えるため、これら広告会社の異なる個

性、独自の強みを先鋭化させることに加え、強みの連携を図ることで、更なる顧客基盤の拡大・強化を目指して

まいります。 

 マスメディアビジネスの領域においては、総合メディア事業会社 株式会社博報堂 DY メディアパートナーズが

ハブとなり、媒体社・コンテンツホルダーとの密接な関係を背景とした仕入力、商品企画・開発力を駆使し、広

告会社の得意先対応力との有機的な連携により、市場シェアの拡大を目指してまいります。 

 さらに、ＳＰ、ＰＲ、イベント等の非マスメディアビジネスの領域においては、株式会社博報堂プロダクツを

はじめとした制作実施系専門会社の拡充に努め、得意先の幅広いニーズへの実施対応力を高めるとともに、グル

ープ内製化体制を強化することで、収益獲得力の向上に取り組んでまいります。 

 

② クロスメディア提案力の強化 

 生活者の情報行動が変化する中、マーケティング活動の効果を最大化するため、企業と生活者の多様な接点を、

統合的にデザインするプランニング力が求められております。メディアの視点からは、インターネットをはじめ

とするデジタルメディアの普及・浸透によって、従来以上に高度かつ効率的なメディアプランのニーズが高まっ

ております。 

 当社グループは、こうしたニーズに対応するため、新システム「クロスメディアＨＡＡＰ」を開発いたしまし

た。これにより、マスメディアとインターネットを組み合わせた統合的なプラン、すなわち“クロスメディア・

プランニング”の提案力を強化しております。 
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 また、グループ横断の推進体制として「博報堂 DY グループ・クロスメディアビジネスセンター」を設置いたし

ました。今後も、この体制を核として、当社グループ独自のナレッジ、およびツールの開発に積極的な投資を行

い、クロスメディア提案力の強化に努めてまいります。 

 

③ インターネット領域の対応力強化 

 インターネットは、単に広告媒体としてだけではなく、企業と生活者をつなぐ双方向かつ多機能なコミュニケ

ーションツールとして、マーケティング活動における重要性がますます高まっております。 

 当社グループでは、当領域のビジネス拡大のため、グループ横断の推進体制「博報堂 DY グループ・ｉビジネス

センター」を核に、対応力強化に取り組んでおります。また当領域は、新たなビジネスモデルの出現、ノウハウ・

技術革新のスピードが極めて速いため、外部とのアライアンスも積極的に進めております。具体的には、ウェブ

ソリューション力強化の一環として、業界大手の株式会社アイ・エム・ジェイとの共同出資により、株式会社博

報堂ネットプリズムを設立いたしました。また、メディアビジネス強化の一環として、女性向けポータルサイト

運営大手の株式会社ゼイヴェルとの共同出資により、株式会社Ｆ１メディアを設立、更に、ＳＥＭ（サーチエン

ジンマーケティング）領域強化の目的で、株式会社アイレップと資本・業務提携を行いました。 

 今後も、当社グループの強みと、外部の高い専門性を組み合わせることにより、当領域での一貫した課題解決

力を高めてまいります。 

 

④ 広告周辺領域の対応力強化 

 企業のマーケティング活動において、「顧客価値の最大化」を実現するニーズが高まる中、ダイレクト・マーケ

ティング／ＣＲＭ領域の提案・実施力が重要性を増しています。 

 当社グループは、当領域の専門会社として、株式会社ディー・クリエイト、株式会社Ｄ＆Ｉパートナーズ、株

式会社 BrandXing を有しておりますが、今後も、こうした戦略会社群の専門性を活用して競争力を高めてまいり

ます。 

 また、外部企業との連携等により、更なる広告周辺領域の対応力強化に努めてまいります。 

 

<２> 新たな収益機会の開発 

① コンテンツビジネスの展開 

  メディア環境の変化、生活者の情報行動の変化にともない、コンテンツビジネスの重要性も高まっております。

当社グループは、スポーツ、映画、アニメ事業を中心に事業展開しており、広告主、媒体社それぞれの課題解決

に貢献することで、広告ビジネスとのシナジーを高めております。 

 スポーツ領域においては、「東京箱根間往復大学駅伝競走」「Ｊリーグ」「世界柔道選手権大会」等の優良コンテ

ンツへの取組みを行っておりますが、今後更なる活性化を図ってまいります。 

また、映画、アニメ等の映像エンタテインメント領域においては、企画、製作出資、買付を中心に取り組んで

まいりましたが、今後更なる機能拡充により、収益機会の多層化・安定化を図ってまいります。東芝エンタテイ

ンメント株式会社の株式取得・子会社化はこの一環です。 



 
㈱博報堂 DYホールディングス(2433) 平成 19 年 3月期決算短信 

- 6 - 

② 海外市場への展開 

国内経済の成熟化、人口減少社会の到来を背景に、日系企業にとって海外展開、とりわけ中国を中心としたア

ジア市場の重要性が増しております。こうした動きの中、当社グループは、当該市場を、将来の重要な成長機会

として位置付け、積極的に展開しております。 

当該市場においては、北京、上海、広州、香港をはじめとした主要都市に複数の拠点網を有し、自動車業種を

中心とした主要日系企業の対応力強化に努めております。 

今後も、これらの豊富なネットワークを活用し、ビジネス拡大に取り組んでまいります。 

 

<３> グループ経営基盤の強化 

当社グループは、経営統合以来、基幹情報システムの統合、間接業務のシェアドサービス会社再編等、効率的

な経営管理体制を整備し、グループ経営基盤の強化に努めてまいりました。今後は、この効果を確実に実現して

まいります。 

また、最も重要な経営資産である人材の育成・開発のため、重点投資を行ってまいります。既に、コーポレー

ト大学等の人材開発拠点を整備しておりますが、今後、更に体制を拡充することにより、質の高いプロフェッシ

ョナル人材を、数多く生み出してまいります。 

更に、現在分散している当社グループの東京地区オフィスを、平成 20 年に赤坂地区に集結することを決定しま

した。このオフィス環境の整備により、業務効率の更なる向上を図るとともに、グループ内のコミュニケーショ

ンを一層密にすることで、イノベーションの創発を促し、グループ競争力の強化に結び付けてまいります。 

 

<４> 中期経営計画における目標 

当社グループは、平成 20 年３月期を初年度とする中期経営計画をスタートさせ、「利益ある成長」の達成を目

指してまいります。定量目標としましては、平成 23 年３月期に、利益指標として連結営業利益 320 億円、連結オ

ペレーティング・マージン 16％、また、成長指標として連結売上総利益 2,000 億円、その際の連結売上高は１兆

2,000 億円から１兆 3,000 億円を想定しております。なお、当社グループとしましては、収益性をより重視し、

連結営業利益目標の達成に最もプライオリティを置いております。 

今後、「利益ある成長」の達成に向け、上記に掲げる各種経営課題に対して、着実に取り組んでまいります。 

 

２．経営成績及び財政状態 

 

(1) 経営成績 

当連結会計年度の日本経済は、「いざなぎ景気」を超える長期間の景気回復が続き、堅調に推移しました。 

広告市場におきましては、2006年（暦年ベース）の総広告費が前年比+0.6％と、３年連続前年を上回りました

が、マスメディア四媒体は同-2.0％、インターネットは同+29.3％と、種目により増減が分かれたことでもわかる

通り、広告会社にとっては変化への対応能力を問われる厳しい競争環境にあるといえます。 

このような環境の下、当社グループは、中核会社である株式会社博報堂、株式会社大広、株式会社読売広告社

及び株式会社博報堂DYメディアパートナーズを中心に、それぞれの特徴を生かした営業活動を行いましたが、売

上高は1兆884億42百万円（前年同期比2.0％減少）と減収になり、制作業務の内製化体制拡充等により売上総利益
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率を0.6ポイント改善させたものの、減収を補うには至らず、営業利益は244億54百万円（同1.0％減少）と、前年

同期を下回る結果となりました。 

経常利益では、関連会社の好調な業績により持分法による投資利益が伸び、受取利息および受取配当金も前年

比増加したこと等により、269億28百万円（同4.4％増加）と増益となりました。 

また、㈱TBWA＼HAKUHODOを会社分割（共同新設分割）にて設立した際に発生した持分変動利益等、特別利益を

10億74百万円、投資有価証券評価損や当社及び中核子会社の本社赤坂移転にともなう事務所設備早期償却等、特

別損失を69億83百万円、それぞれ計上し、当期純利益は120億55百万円（同6.6％増加）となりました。 

  

<1> 事業の種類別セグメントの業績は、次のとおりであります。 

① 広告業  

    広告業では、テレビを除くマスメディア取引、アウトドアメディアが前年同期を下回り、得意先業種別には

金融・保険や流通・小売業向けの扱いが減少、前年の愛・地球博や選挙関連の影響もあり、売上高は1兆869億

58百万円（前年同期比2.1％減少）と、減収になりました。 

    営業利益につきましては、制作業務の内製化体制拡充などにより収益性向上に努めたものの、減収影響を補

うには至らず、256億5百万円（同0.9％減少）と、前年同期を下回る結果となりました。 

  なお、売上高にはセグメント間振替高を含んでおり、外部顧客への売上高は1兆868億99百万円であります。 

② その他の事業 

  その他の事業では、人材派遣業、不動産賃貸業等を行い、売上高72億78百万円（前年同期比5.7％減少）、

営業利益8億32百万円（同6.5％減少）でありました。 

なお、売上高にはセグメント間振替高を含んでおり、外部顧客への売上高は15億43百万円であります。 

 

<2> 所在地別セグメントの業績は、次のとおりであります。 

① 日本 

    日本においては、売上高1兆577億4百万円（前年同期比1.7％減少）、営業利益263億34百万円（同0.1％増加）

でありました。 

  なお、売上高にはセグメント間振替高を含んでおり、外部顧客への売上高は1兆571億57百万円であります。 

② 海外 

海外においては、売上高371億77百万円（前年同期比5.8％減少）、営業利益52百万円（同86.1％減少）であ

りました。 

なお、売上高にはセグメント間振替高を含んでおり、外部顧客への売上高は312億85百万円であります。 

 

(2) 財政状態 

① キャッシュ･フローの状況 
 当連結会計年度における現金及び現金同等物は前連結会計年度末より 156 億 18 百万円減少し、639 億 4 百万

円となりました。 
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(営業活動によるキャッシュ・フロー) 

 営業活動によるキャッシュ・フローは、税金等調整前当期純利益に加え、減価償却費、賞与引当金の増加額等

の非資金項目による増加要素があったものの、売上債権の増加額、仕入債務の減少額、法人税等の支払額等によ

り、12億30百万円の増加（前連結会計年度は275億33百万円の増加）となりました。 

  

(投資活動によるキャッシュ・フロー) 

投資活動によるキャッシュ・フローは、投資有価証券の取得による支出、差入保証金敷金による支出等の結果、

131億71百万円の減少（前連結会計年度は252億81百万円の減少）となりました。 

 

(財務活動によるキャッシュ・フロー) 

財務活動によるキャッシュ・フローは、短期借入金および長期借入金の返済による支出、配当金の支払等の結

果、42億93百万円の減少（前連結会計年度は46億90百万円の減少）となりました。 

 

② 資産、負債の主要な増減 
当連結会計年度末における総資産は前連結会計年度末より 160 億 10 百万円増加し、5,344 億 81 百万円となり

ました。増加の要因としては、受取手形及び売掛金が増加したこと等が挙げられます。 

 また、負債合計の当連結会計年度末残高は、賞与引当金の増加等により前連結会計年度より 59 億 16 百万円増

加し、3,188 億 54 百万円となりました。 

 

 (3) 業績見通し 

平成 20 年３月期の連結業績見通しは以下の通りといたします。 

(単位：百万円）

平成19年3月期 平成20年3月期 前期比

実績 見通し 増減額 （％）

売上高 1,088,442 1,116,000 27,558 2.5% 

営業利益 24,454 25,500 1,046 4.3% 

経常利益 26,928 27,000 72 0.3% 

当期純利益 12,055 13,500 1,445 12.0% 

(ｵﾍﾟﾚｰﾃｨﾝｸﾞ・ﾏｰｼﾞﾝ) 15.4% 15.4% 0.0%

 (ｵﾍﾟﾚｰﾃｨﾝｸﾞ・ﾏｰｼﾞﾝ) = 営業利益／売上総利益  
 

通期の連結業績予想につきましては、以下のような考え方で作成しております。 

◎ マクロ環境：2007 年の広告費の伸びは、前年比＋1％程度 

◎ 原価管理の徹底、制作業務のグループ内製化体制強化などにより、更なる売上総利益率改善 

◎ 体制強化のための先行投資的な費用も発生するが、販管費のコントロールを徹底し、増加率を抑

え、オペレーティング・マージン 15.4％を維持 

◎ 前期に特別損失で計上したオフィス設備の早期償却などがなくなり、当期純利益は前期比+12.0%

の増益 
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（注 1）すでに公表しておりますように、博報堂 DY グループ各社の東京地区オフィスを 2008 年中に移転するこ

とを決定しております。 

移転につきましては、現在のオフィスの原状回復費用やその作業期間に発生するオフィス賃借料などの

一時費用やあらたに発生するオフィス設備の減価償却費などの販管費が発生する予定です。 

しかしながら、現時点では、まだ、具体的な移転計画が決定していないため、今回の業績見通しには、

それらの費用を含めておりません。 

本件による連結業績への影響につきましては、あらためてお知らせいたしますが、その点ご承知置きくだ

さい。 

 

（注 2）業績予想につきましては、当社が現時点で合理的と判断する一定の条件に基づき作成しており、実際の

業績は、今後様々な要因によって大きく異なる結果となる可能性があります。 
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３．連結財務諸表等 

(1) 連結財務諸表 

① 連結貸借対照表 

  
前連結会計年度 

(平成18年３月31日) 
当連結会計年度 

(平成19年３月31日) 

区分 
注記 
番号 

金額(百万円) 
構成比
(％)

金額(百万円) 
構成比
(％)

(資産の部)    

Ⅰ 流動資産    

１ 現金及び預金 ※２ 84,134  69,179 

２ 受取手形及び売掛金 ※５ 279,424  300,319 

３ 有価証券 ※２ 686  2,131 

４ 債権信託受益権  5,785  3,344 

５ たな卸資産  8,697  7,651 

６ 短期貸付金  801  1,699 

７ 繰延税金資産  2,334  6,935 

８ その他  9,449  10,125 

９ 貸倒引当金  △255  △335 

流動資産合計  391,059 75.4  401,052 75.0

Ⅱ 固定資産    

１ 有形固定資産    

(1) 建物及び構築物  18,079 17,943  

減価償却累計額  △10,074 8,005 △12,244 5,698 

(2) 土地  8,835  8,643 

(3) その他  4,645 4,614  

減価償却累計額  △3,284 1,360 △3,396 1,218 

有形固定資産合計  18,201 3.5  15,560 2.9

２ 無形固定資産    

(1) ソフトウェア  8,320  6,700 

(2) のれん  -  1,349 

(3) 連結調整勘定  1,125  - 

(4) その他  195  201 

無形固定資産合計  9,641 1.9  8,250 1.6

３ 投資その他の資産    

(1) 投資有価証券 ※1,2 55,102  59,348 

(2) 長期貸付金  1,121  1,021 

(3) 前払年金費用  8,581  10,628 

(4) 繰延税金資産  7,265  9,839 

(5) その他 ※１ 29,802  31,072 

(6) 貸倒引当金  △2,304  △2,291 

投資その他の資産合計  99,569 19.2  109,618 20.5

固定資産合計  127,412 24.6  133,429 25.0

資産合計  518,471 100.0  534,481 100.0
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前連結会計年度 
(平成18年３月31日) 

当連結会計年度 
(平成19年３月31日) 

区分 
注記 
番号 

金額(百万円) 
構成比
(％)

金額(百万円) 
構成比
(％)

(負債の部)    

Ⅰ 流動負債    

１ 支払手形及び買掛金 ※５ 275,606  271,879 

２ 短期借入金  5,216  3,778 

３ 一年以内返済予定の 
長期借入金 

 660  116 

４ 未払費用  5,977  5,922 

５ 未払法人税等  7,950  10,177 

６ 賞与引当金  1,341  12,153 

７ 役員賞与引当金  －  222 

８ 債務保証損失引当金  50  50 

９ 関係会社事業損失引当金  1  － 

10 その他  10,600  9,419 

流動負債合計  307,403 59.3  313,719 58.7

Ⅱ 固定負債    

１ 長期借入金  116  － 

２ 退職給付引当金  2,176  2,399 

３ 役員退職慰労引当金  1,706  1,758 

４ その他  1,534  976 

固定負債合計  5,534 1.0  5,135 1.0

負債合計  312,938 60.3  318,854 59.7

    

(少数株主持分)    

少数株主持分  1,941 0.4  － －

    

(資本の部)    

Ⅰ 資本金 ※６ 10,000 1.9  － －

Ⅱ 資本剰余金  88,894 17.2  － －

Ⅲ 利益剰余金  95,471 18.4  － －

Ⅳ その他有価証券評価差額金  8,974 1.7  － －

Ⅴ 為替換算調整勘定  284 0.1  － －

Ⅵ 自己株式 ※７ △31 △0.0  － －

資本合計  203,592 39.3  － －

負債、少数株主持分 
及び資本合計 

 518,471 100.0  － －
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前連結会計年度 

(平成18年３月31日) 
当連結会計年度 

(平成19年３月31日) 

区分 
注記 
番号 

金額(百万円) 
構成比
(％)

金額(百万円) 
構成比
(％)

(純資産の部)    

Ⅰ 株主資本    

１ 資本金  － －  10,000 1.9

２ 資本剰余金  － －  88,894 16.6

３ 利益剰余金  － －  105,069 19.6

４ 自己株式  － －  △32 △0.0

   株主資本合計  － －  203,931 38.1

Ⅱ 評価・換算差額等    

１ その他有価証券評価 
差額金 

 － －  7,882 1.5

２ 為替換算調整勘定  － －  746 0.1

  評価・換算差額等合計  － －  8,629 1.6

Ⅲ 少数株主持分  － －  3,065 0.6

純資産合計  － －  215,626 40.3

負債純資産合計  － －  534,481 100.0
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② 連結損益計算書 

  
前連結会計年度 

(自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日) 

当連結会計年度 
(自 平成18年４月１日 
至 平成19年３月31日) 

区分 
注記 
番号 

金額(百万円) 
百分比
(％)

金額(百万円) 
百分比
(％)

Ⅰ 売上高  1,111,121 100.0  1,088,442 100.0

Ⅱ 売上原価  955,168 86.0  929,673 85.4

売上総利益  155,953 14.0  158,769 14.6

Ⅲ 販売費及び一般管理費    

１ 給与手当  51,090 53,584  

２ 退職給付費用  2,980 1,491  

３ 賞与引当金繰入額  1,338 12,085  

４ 役員退職慰労引当金 
繰入額 

 376 371  

５  役員賞与引当金繰入額  － 222  

６ のれん償却額  － 581  

７ 連結調整勘定償却額  590 －  

８ 貸倒引当金繰入額  － 539  

９ その他  74,866 131,242 11.8 65,439 134,315 12.3

営業利益  24,710 2.2  24,454 2.3

Ⅳ 営業外収益    

１ 受取利息  193 349       

２ 受取配当金  405 1,085  

３ 仕入割引  164 －  

４ 持分法による投資利益  86 721  

５ その他  595 1,445 0.1 839 2,996 0.3

Ⅴ 営業外費用    

１ 支払利息  125 109  

２ 為替差損  63 192  

３ 投資事業組合損失  － 73  

４ その他  184 373 0.0 147 522 0.1

経常利益  25,782 2.3  26,928 2.5
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前連結会計年度 

(自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日) 

当連結会計年度 
(自 平成18年４月１日 
至 平成19年３月31日) 

区分 
注記 
番号 

金額(百万円) 
百分比
(％)

金額(百万円) 
百分比
(％)

Ⅵ 特別利益    

１ 固定資産売却益 ※１ 90 30  

２ 投資有価証券売却益  110 18  

３ ゴルフ会員権売却益  4 30  

４ 持分変動利益  29 965  

５ 貸倒引当金戻入益  68 304 0.0 28 1,074 0.1

Ⅶ 特別損失    

１ 固定資産売却損 ※２ 26 80  

２ 固定資産除却損 ※３ 307 218  

３ 減損損失 ※４ 689 29  

４ 投資有価証券売却損  20 2  

５ 関係会社株式売却損  － 171  

６ 投資有価証券評価損  590 3,906  

７ 事務所設備早期償却  － 2,335  

８ 貸倒引当金繰入額  585 －  

９ 連結調整勘定償却額  723 －  

10 事務所移転費用  353 219  

11  関係会社整理損  － 6  

12 その他 ※5,6 119 3,416 0.3 13 6,983 0.7

税金等調整前 
当期純利益 

 22,670 2.0  21,018 1.9

法人税、住民税 
及び事業税 

 10,880 15,264  

法人税等調整額  258 11,139 1.0 △6,443 8,821 0.8

少数株主利益  217 0.0  141 0.0

当期純利益  11,313 1.0  12,055 1.1

      

 



 
㈱博報堂 DYホールディングス(2433) 平成 19 年 3月期決算短信 

- 15 - 

③ 連結株主資本等変動計算書 

当連結会計年度（自 平成18年4月1日 至 平成19年3月31日）             （単位：百万円） 

  株主資本 評価・換算差額等 

  資本金 
資本 

剰余金 

利益 

剰余金 
自己株式

株主資本

合計 

その他 

有価証券

評価差額金

為替換算 

調整勘定 

評価・換算 

差額等合計 

少数株主

持分 

 

純資産

合計 

 

平成 18 年３月 31 日残高
(百万円) 

10,000 88,894 95,471 △31 194,334 8,974 284 9,258 1,941 205,533

連結会計年度中の 

変動額 
    

剰余金の配当   △2,331 △2,331   △2,331

役員賞与   △220 △220   △220

当期純利益   12,055 12,055   12,055

連結子会社等の増加 

による増加 
  94 94   94

連結子会社等の減少 

による減少 
  △0 △0   △0

自己株式の取得   △0 △0   △0

株主資本以外の項目

の連結会計年度中の

変動額(純額) 

  △1,091 462 △628 1,124 495

連結会計年度中の 
変動額合計(百万円) 

- - 9,598 △0 9,597 △1,091 462 △628 1,124 10,093

平成 19 年３月 31 日残高
(百万円) 

10,000 88,894 105,069 △32 203,931 7,882 746 8,629 3,065 215,626
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④ 連結剰余金計算書 

  
前連結会計年度 

(自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日) 

区分 
注記 
番号 

金額(百万円) 

(資本剰余金の部)  

Ⅰ 資本剰余金期首残高  88,894

Ⅱ 資本剰余金期末残高  88,894

(利益剰余金の部)  

Ⅰ 利益剰余金期首残高  86,448

Ⅱ 利益剰余金増加高  

１ 当期純利益  11,313

２ 連結子会社等の増加に 
  よる増加高 

 66 11,380

Ⅲ 利益剰余金減少高  

１ 配当金  2,136

２ 役員賞与  220 2,357

Ⅳ 利益剰余金期末残高  95,471
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⑤ 連結キャッシュ・フロー計算書 

  
前連結会計年度 

(自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日) 

当連結会計年度 
(自 平成18年４月１日 
至 平成19年３月31日) 

区分 
注記
番号

金額(百万円) 金額(百万円) 

Ⅰ 営業活動によるキャッシュ・フロー    

１ 税金等調整前当期純利益  22,670 21,018 

２ 減価償却費  3,429 5,832 

３ 減損損失  689 29 

４ のれん償却額  － 581 

５ 連結調整勘定償却額  1,314 － 

６ 賞与引当金の増減額  100 10,811 

７ 役員賞与引当金の増減額  － 222 

８ 退職給付引当金の増減額  △955 56 

９ 役員退職慰労引当金の増減額  △510 51 

10 貸倒引当金の増減額  237 54 

11 関係会社事業損失引当金の増減額  1 △1 

12 受取利息及び受取配当金  △598 △1,434 

13 支払利息  125 109 

14 為替差損益  △44 △1 

15 持分法による投資利益  △86 △721 

16 持分変動損益  △29 △965 

17 関係会社株式評価損  58 － 

18 関係会社株式売却損益  － 171 

19 投資有価証券売却損益  △90 △16 

20 投資有価証券評価損  590 3,906 

21 固定資産売却損益  △64 49 

22 固定資産除却損  276 208 

23 売上債権の増減額  2,704 △19,904 

24 たな卸資産の増減額  5,603 1,229 

25 仕入債務の増減額  △2,013 △5,476 

26 前払年金費用の増減額  817 △2,046 

27 その他  525 △1,096 

小計  34,751 12,666 

28 利息及び配当金の受取額  698 1,723 

29 利息の支払額  △122 △110 

30 法人税等の支払額  △7,794 △13,049 

営業活動によるキャッシュ・フロー  27,533 1,230 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 



 
㈱博報堂 DYホールディングス(2433) 平成 19 年 3月期決算短信 

- 18 - 

  
前連結会計年度 

(自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日) 

当連結会計年度 
(自 平成18年４月１日 
至 平成19年３月31日) 

区分 
注記
番号

金額(百万円) 金額(百万円) 

Ⅱ 投資活動によるキャッシュ・フロー    

１ 預金の預入による支出  △9,817 △2,842 

２ 預金の払戻による収入  3,202 4,380 

３ 有価証券の取得による支出  △1,310 △4,268 

４ 有価証券の売却による収入  6,751 2,530 

５ 有形固定資産の取得による支出  △1,922 △1,018 

６ 有形固定資産の売却による収入  229 317 

７ 無形固定資産の取得による支出  △6,217 △1,278 

８ 投資有価証券の取得による支出  △17,080 △10,524 

９ 投資有価証券の売却による収入  934 412 

10 出資金の払込による支出  △560 △60 

11 出資金の払戻による収入  3 2 
12 連結の範囲の変更を伴う子会社株式の 
取得による支出 

※２ △393 － 

13 連結の範囲の変更を伴う子会社株式の 
売却による支出 

※３ － △7 

14 差入保証金敷金の差入に伴う支出  － △3,475 

15 差入保証金敷金の返還による収入  － 169 

16 短期貸付金の純増減額  151 △166 

17 長期貸付けによる支出  △18 △42 

18 長期貸付金の回収による収入  141 142 

19 債権信託受益権の純増減額  372 2,477 

20 その他  250 81 

投資活動によるキャッシュ・フロー  △25,281 △13,171 

Ⅲ 財務活動によるキャッシュ・フロー    

１ 短期借入金の純増減額  △1,279 △1,461 

２ 長期借入れによる収入  50 － 

３ 長期借入金の返済による支出  △1,256 △660 
４ ファイナンス・リース債務の 
返済による支出 

 △31 △29 

５ 自己株式の取得による支出  △18 △0 

６ 配当金の支払額  △2,118 △2,324 

７ 少数株主への配当金の支払額  △50 △46 

８ 少数株主への株式の発行による収入  15 － 

 ９ 少数株主からの資本払込による収入  － 230 

財務活動によるキャッシュ・フロー  △4,690 △4,293 

Ⅳ 現金及び現金同等物に係る換算差額  373 390 

Ⅴ 現金及び現金同等物の増加額  △2,064 △15,844 

Ⅵ 現金及び現金同等物の期首残高  81,398 79,522 

Ⅶ 連結子会社増加による現金及び 
  現金同等物の増加額 

 200 225 

Ⅷ 連結子会社減少による現金及び 
  現金同等物の減少額 

 △11 △1 

Ⅸ 会社分割による現金及び 

現金同等物の増加額 
 － 2 

Ⅹ 現金及び現金同等物の期末残高 ※１ 79,522 63,904 
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連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項 

 

項目 
前連結会計年度 

(自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日) 

当連結会計年度 
(自 平成18年４月１日 
至 平成19年３月31日) 

１ 連結の範囲に関する事項 (1) 連結子会社の数 

 78社 

 主要な連結子会社名 

㈱博報堂 

㈱大広 

㈱読売広告社 

㈱博報堂DYメディアパートナー

ズ 

なお、Hakuhodo G1(Thailand) Co., 

Ltd.、㈱D&Iパートナーズ、Daiko 

Vietnam Co.,LTD及び大広(北京)広

告有限公司は新規設立のため、㈱博

報堂アイ・スタジオは重要性が増し

たため、当連結会計年度より連結の

範囲に含めております。また、Mustoe 

Merriman Levy Group Holdings Ltd.、

Mustoes Ltd.、Mustoe Merriman Levy 

Holdings Ltd.、The Oven Ltd.は持

分追加取得により、当連結会計年度

より連結子会社としております。

（当連結会計年度末までは持分法適

用関連会社）      

㈱博報堂リンタス及び㈱ワイエスア

ールは会社清算のため、㈱博報堂フ

ォトクリエイティブ、㈱博報堂イン

センティブプロモーションズは連結

子会社である㈱博報堂プロマーク

（現 ㈱博報堂プロダクツ）と合併

したため、また、㈱朝日エリア・ア

ド奈良、㈱朝日エリア・アド和歌山

は連結子会社である㈱朝日エリア・

アドと合併したため、当連結会計年

度より連結範囲から除いておりま

す。 

(1) 連結子会社の数 

 75社 

 主要な連結子会社名 

㈱博報堂 

㈱大広 

㈱読売広告社 

㈱博報堂DYメディアパートナー

ズ 

なお、㈱TBWA＼HAKUHODOは会社分

割（共同新設分割）のため、㈱博報

堂ケトル、㈱BrandXing、㈱博報堂ネ

ットプリズム、大広（広州）広告有

限公司は新規設立のため、㈱博報堂

DYアイ・オー（旧㈱博報堂アイ・オ

ー）は重要性が増加したため、当連

結会計年度より連結の範囲に含めて

おります。 

㈱博報堂イン・プログレス、

Hakuhodo G1 (Thailand) Co., Ltd.

は会社清算のため、Mustoe Merriman 

Levy Group Holdings Ltd.、Mustoes 

Ltd. 、 Mustoe Merriman Levy 

Holdings Ltd.、The Oven Ltd.は持

分譲渡により当連結会計年度より連

結範囲から除いております。 

また、当連結会計年度において連

結子会社の再編を行い、㈱博報堂ジ

ーワンは㈱博報堂に、㈱読広スタッ

フサービスは㈱博報堂DYキャプコ

（旧㈱博報堂キャプコ）に、㈱大広

エキスパートは㈱博報堂DYトータル

サポート（旧㈱博報堂サービス）に、

それぞれ吸収合併されました。 

 (2) 主要な非連結子会社名 

 ㈱博報堂ハナ 

 ㈱博報堂アイ・オー 

 ㈱ダビック 

 Hakuhodo Malaysia Sdn. Bhd. 

 Hakuhodo (Singapore) Pte. Ltd.

 (連結の範囲から除いた理由) 

 非連結子会社はいずれも小規 

模会社であり、合計の総資産、  

売上高、当期純損益及び利益剰  

余金(持分に見合う額)等は、い  

ずれも連結財務諸表に重要な  

影響を及ぼしていないためで  

あります。 

(2) 主要な非連結子会社名 

 ㈱ダビック 

 Hakuhodo Malaysia Sdn. Bhd. 

 Hakuhodo (Singapore) Pte. Ltd.

 

 

 (連結の範囲から除いた理由) 

同左 
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項目 
前連結会計年度 

(自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日) 

当連結会計年度 
(自 平成18年４月１日 
至 平成19年３月31日) 

２ 持分法の適用に関する事

項 

(1) 持分法を適用した非連結子会社数

 １社 

 (会社の名称) 

 ㈱ダビック 

(1) 持分法を適用した非連結子会社数

同左 

 (2) 持分法を適用した関連会社数 

 15社 

 (主要な会社等の名称) 

 デジタル・アドバタイジング・コ

ンソーシアム㈱、㈱スーパーネット

ワーク、㈱アドスタッフ博報堂、ジ

ー・プラン㈱、㈱関西どっとコム、

㈱広告イーディーアイセンター、㈱

mediba 、 Mendelsohn | Zien 

Advertising, LLC、Damm Agentur fur 

Marketing und Kommunikation GmbH、

Group Nexus/H Ltd.、Percept/H Pvt. 

Ltd.、上海広告有限公司、comON21 

Co.,Ltd.、広東省広博報堂広告有限

公司、㈲ペコラインク 

なお、㈱アドスタッフ博報堂は持

分追加取得したため当連結会計年度

より持分法の適用対象としておりま

す。 

Mustoe Merriman Levy Group 

Holdings Ltd.、Mustoes Ltd.、Mustoe 

Merriman Levy Holdings Ltd.、The 

Oven Ltd.は連結子会社となったた

め、McCaffery Ratner Gottlieb & 

Lane, LLCは持分譲渡により、当連結

会計年度より持分法の適用対象から

除いております。 

(2) 持分法を適用した関連会社数 

19社 

 (主要な会社等の名称) 

  デジタル・アドバタイジング・コ

ンソーシアム㈱、㈱スーパーネット

ワーク、㈱アドスタッフ博報堂、ジ

ー・プラン㈱、㈱関西どっとコム、

㈱シーエーエイチ、㈱エビデンスラ

ボ、㈱広告EDIセンター、㈱Ｆ１メデ

ィア、㈱mediba、Mendelsohn | Zien 

Advertising, LLC、DAMM & BIERBAUM 

Agentur fur Marketing und 

Kommunikation GmbH、Group Nexus/H 

Ltd.、Percept/H Pvt. Ltd.、上海広

告有限公司、広東省広博報堂広告有

限公司、comON21 Co., Ltd.、TBWA

＼HAKUHODO China Ltd.、㈲ペコライ

ンク 

なお、㈱Ｆ１メディアは株式取得

のため、㈱シーエー・エイチ、㈱エ

ビデンスラボ、 TBWA＼ HAKUHODO 

China Ltd.は新規設立のため、当連

結会計年度より持分法の適用対象と

しております。 

 (3) 持分法を適用しない非連結子会社

及び関連会社のうち主要な会社等の

名称 

 ㈱博報堂ハナ 

 ㈱博報堂アイ・オー 

 Hakuhodo Malaysia Sdn. Bhd. 

 Hakuhodo (Singapore) Pte. Ltd. 

 (持分法を適用しない理由) 

  持分法非適用会社は、それぞれ当

期純損益及び利益剰余金等に及ぼす

影響が軽微であり、かつ全体として

も重要性がないため、持分法の適用

対象から除いております。 

(3) 持分法を適用しない非連結子会社

及び関連会社のうち主要な会社等の

名称 

 Hakuhodo Malaysia Sdn. Bhd. 

 Hakuhodo (Singapore) Pte. Ltd. 

 

 

 (持分法を適用しない理由) 

        同左 
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項目 
前連結会計年度 

(自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日) 

当連結会計年度 
(自 平成18年４月１日 
至 平成19年３月31日) 

 (4) 他の会社等の議決権の100分の20
以上、100分の50以下を自己の計算に
おいて所有しているにもかかわらず
関連会社としなかった当該他の会社
等の名称 
 日本スポーツ振興くじ㈱ 
 (関連会社としなかった理由) 
 当社連結子会社である㈱博報堂
は上記会社の議決権の20％を所有
しておりますが、上記会社は独立
行政法人日本スポーツ振興センタ
ーよりスポーツ振興投票業務に関
する委託を受けた㈱りそな銀行が
当該業務を運営するために、㈱り
そな銀行及び㈱博報堂を含めた業
務再委託先企業中核７社の協力に
より設立された会社であり、㈱博
報堂が単独で財務及び営業又は事
業の方針の決定に重要な影響を与
えることはできないと認められる
ため、関連会社としておりません。

(4) 他の会社等の議決権の100分の20
以上、100分の50以下を自己の計算に
おいて所有しているにもかかわらず
関連会社としなかった当該他の会社
等の名称 

 ――――――― 

 

 (5) 持分法の適用の手続について特に
記載する必要があると認められる事
項 
 持分法適用会社のうち、決算日が
異なる会社については、当該会社の
事業年度に係る財務諸表を使用して
おります。 
 在外持分法適用会社の決算日は12
月31日でありますので、平成17年１
月１日から平成17年12月31日までの
財務諸表を使用しております。 
 また、デジタル・アドバタイジン
グ・コンソーシアム㈱の決算日は11
月30日でありますので、平成16年12
月１日から平成17年11月30日までの
財務諸表を使用しております。 

(5) 持分法の適用の手続について特に
記載する必要があると認められる事
項 
 持分法適用会社のうち、決算日が
異なる会社については、当該会社の
事業年度に係る財務諸表を使用して
おります。 

  在外持分法適用会社の決算日は12
月31日でありますので、平成18年１
月１日から平成18年12月31日までの
財務諸表を使用しております。 
 また、デジタル・アドバタイジン
グ・コンソーシアム㈱の決算日は11
月30日でありますので、平成17年12
月１日から平成18年11月30日までの
財務諸表を使用しております。 
㈱エビデンスラボの決算日は６月

30日でありますが、平成18年１月１
日から平成18年12月31日までの仮決
算数値を使用しております。 
㈱シーエー・エイチの決算日は９

月30日でありますが、平成18年４月
１日から平成19年3月31日までの仮
決算数値を使用しております。 
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項目 
前連結会計年度 

(自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日) 

当連結会計年度 
(自 平成18年４月１日 
至 平成19年３月31日) 

３ 連結子会社の事業年度等

に関する事項 

 連結子会社の決算日は在外連結子会

社を除き、連結決算日と一致しており

ます。 

 在外連結子会社の決算日は12月31日

でありますので、平成17年１月１日か

ら平成17年12月31日までの財務諸表を

使用しております。 

 なお、決算日の翌日から連結決算日

までに生じた重要な取引については、

連結上必要な調整を行っております。

  

 連結子会社の決算日は在外連結子会

社を除き、連結決算日と一致しており

ます。 

 在外連結子会社の決算日は12月31日

でありますので、平成18年１月１日か

ら平成18年12月31日までの財務諸表を

使用しております。 

 なお、決算日の翌日から連結決算日

までに生じた重要な取引については、

連結上必要な調整を行っております。

４ 会計処理基準に関する事

項 

  

 (1) 重要な資産の評価基準

及び評価方法 

① 有価証券の評価基準及び評価方法

 ⅰ 満期保有目的の債券 

   償却原価法 

① 有価証券の評価基準及び評価方法

 ⅰ 満期保有目的の債券 

同左 

 ⅱ その他有価証券 

ａ 時価のあるもの 

決算日の市場価格等に基づく時

価法(評価差額は全部資本直入法

により処理し、売却原価は移動平

均法により算定) 

 ⅱ その他有価証券 

  ａ 時価のあるもの 

決算日の市場価格等に基づく時

価法(評価差額は全部純資産直入

法により処理し、売却原価は移動

平均法により算定) 

   ｂ 時価のないもの 

   移動平均法による原価法 

  ｂ 時価のないもの 

移動平均法による原価法 

        なお、投資事業有限責任組合及  

びそれに類する組合への出資 

   （証取引法第2条第2項により有価  

証券とみなされるもの）について  

は、組合契約に規定される決算報

告日に応じて入手可能な最近の決

算書を基礎とし、持分相当額を純

額で取り込む方法によっておりま

す。 

 ② デリバティブ取引の評価基準 

  時価法 

② デリバティブ取引の評価基準 

同左 

 ③ たな卸資産の評価基準及び評価方

法 

  主として個別法による原価法 

③ たな卸資産の評価基準及び評価方

法 

同左 
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項目 
前連結会計年度 

(自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日) 

当連結会計年度 
(自 平成18年４月１日 
至 平成19年３月31日) 

 (2) 重要な減価償却資産の

減価償却の方法 

① 有形固定資産 

 連結財務諸表提出会社及び国内連

結子会社は、主として定率法によっ

ております。 

 なお、耐用年数及び残存価額につ

いては、法人税法に規定する方法と

同一の基準によっております。 

 ただし、平成10年４月１日以降に

取得した建物(附属設備を除く)につ

いては、定額法によっております。

 在外連結子会社は主として定額法

を採用しております。 

① 有形固定資産 

同左 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（追加情報） 

  当社、㈱博報堂、㈱博報堂DYメデ

ィアパートナーズ、㈱大広及び㈱読

売広告社が本社移転を決定したこと

にともない、当連結会計年度におい

て、処分予定資産の耐用年数を残存

利用期間まで短縮いたしました。 

この結果、減価償却費は132百万円

減少し、営業利益及び経常利益は同

額増加しております。また、特別損

失に事務所設備早期償却2,335百万

円計上しており、税金等調整前当期

純利益は2,202百万円減少しており

ます。 

    なお、セグメント情報に与える影  

響は、（セグメント情報）に記載し

ております。 

 ② 無形固定資産 

 定額法によっております。 

 なお、耐用年数については、法人

税法に規定する方法と同一の基準に

よっております。 

 ただし、ソフトウェア(自社利用

分)については、社内における利用可

能期間(５年)に基づく定額法を採用

しております。 

② 無形固定資産 

同左 

 (3) 重要な引当金の計上基

準 

① 貸倒引当金 

 債権の貸倒れによる損失に備える

ため、回収不能見込額を計上してお

ります。 

ⅰ 一般債権 

  貸倒実績率によっております。

ⅱ 貸倒懸念債権及び破産更生債権

  財務内容評価法によっておりま

す。 

① 貸倒引当金 

同左 

 ② 賞与引当金 

 従業員に対して支給する賞与の支

出に充てるため、支給見込額に基づ

き当連結会計年度に見合う額を計上

しております。 

② 賞与引当金 

同左 
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項目 
前連結会計年度 

(自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日) 

当連結会計年度 
(自 平成18年４月１日 
至 平成19年３月31日) 

 ③ 退職給付引当金 

 従業員の退職給付に備えるため、

当連結会計年度末における退職給付

債務及び年金資産の見込額に基づ

き、当連結会計年度末に発生してい

ると認められる額を計上しておりま

す。 

数理計算上の差異は、その発生時

の従業員の平均残存勤務期間以内の

一定年数(７年～16年)による定率法

(一部の連結子会社では定額法)によ

り翌連結会計年度から費用処理する

こととしております。 

 過去勤務債務は、その発生時の従

業員の平均残存勤務期間以内の一定

年数(５年～７年)による定額法によ

り発生時から費用処理することとし

ております。なお、一部の連結子会

社では発生時に一括して費用処理し

ております。 

③ 退職給付引当金 

      同左 

 ④ 役員賞与引当金 

――――――― 

④ 役員賞与引当金 

役員に対して支給する賞与の支出

に充てるため、当連結会計年度にお

ける支給見込額を計上しておりま

す。 

（会計方針の変更） 

当連結会計年度より「役員賞与に

関する会計基準」（企業会計基準委

員会 平成17年11月29日 企業会計

基準第4号）を適用しております。 

この結果、営業利益、経常利益、

税金等調整前当期純利益は222百万

円減少しております。 

なお、セグメント情報に与える影  

響は、（セグメント情報）に記載して

おります。 

 ⑤ 役員退職慰労引当金 

 役員及び執行役員(退職給付制度

上従業員とみなされる者を除く。)

の退職慰労金の支給に備えるため、

内規に基づく期末要支給額を計上し

ております。 

⑤ 役員退職慰労引当金 

同左 

 ⑥ 債務保証損失引当金 

保証債務に係る損失に備えるた

め、当連結会計年度末における損失

発生見込額を計上しております。 

⑥ 債務保証損失引当金 

      同左 

 ⑦ 関係会社事業損失引当金 

関係会社の事業損失に備えるた

め、関係会社に対する投資金額及び

貸付金額等を超えて負担することに

なる損失見込額を計上しておりま

す。 

⑦ 関係会社事業損失引当金 

――――――― 
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項目 
前連結会計年度 

(自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日) 

当連結会計年度 
(自 平成18年４月１日 
至 平成19年３月31日) 

 (4) 重要なリース取引の処

理方法 

 連結財務諸表提出会社及び国内連結

子会社は、リース物件の所有権が借主

に移転すると認められるもの以外のフ

ァイナンス・リース取引については、

通常の賃貸借取引に係る方法に準じた

会計処理によっております。 

同左 

 (5) 重要なヘッジ会計の方

法 

① ヘッジ会計の方法 

 原則として繰延ヘッジ処理によっ

ております。ただし、振当処理の要

件を満たす為替予約については振当

処理によっております。 

① ヘッジ会計の方法 

同左 

 ② ヘッジ手段とヘッジ対象 

   (ヘッジ手段) 

為替予約取引 

   (ヘッジ対象) 

外貨建金銭債権債務及び外

貨建予定取引 

② ヘッジ手段とヘッジ対象 

同左 

 ③ ヘッジ方針 

 外貨建取引における為替変動リス

クを回避しリスク管理を効率的に行

うことを目的として、社内ルールに

基づき為替予約取引を行っておりま

す。 

③ ヘッジ方針 

同左 

 ④ ヘッジ有効性の評価方法 

 為替予約取引については、ヘッジ

対象とヘッジ手段に関する重要な条

件が同一であり、高い相関関係があ

ると考えられるため、有効性の判定

を省略しております。 

④ ヘッジ有効性の評価方法 

同左 

 (6) その他連結財務諸表作

成のための重要な事項

① 繰延資産の処理方法 

 創立費 

 支出時に全額費用として処理し

ております。 

① 繰延資産の処理方法 

 創立費 

同左 

 

 ② 消費税等の会計処理 

 消費税及び地方消費税の会計処理

は、税抜方式によっております。 

② 消費税等の会計処理 

同左 

５ 連結子会社の資産及び負

債の評価に関する事項 

 連結子会社の資産及び負債の評価方

法は、全面時価評価法によっておりま

す。 

同左 

６ 連結調整勘定の償却に関

する事項 

 連結調整勘定の償却に関しては、そ

の個別案件ごとに投資効果の発現する

期間を判断し、20年以内の合理的な年

数で均等償却しております。その他合

理的な年数の見積りが困難なものにつ

いては原則５年間で均等償却しており

ます。 

――――― 

７ のれん及び負ののれんの

償却に関する事項 

―――――  のれんの償却に関しては、その個別

案件ごとに投資効果の発現する期間を

判断し、20年以内の合理的な年数で均

等償却しております。その他合理的な

年数の見積りが困難なものについては

原則５年間で均等償却しております。

８ 利益処分項目等の取扱い

に関する事項 

 連結会計年度中に確定した利益処分

又は損失処理に基づいております。 

――――― 
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項目 
前連結会計年度 

(自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日) 

当連結会計年度 
(自 平成18年４月１日 
至 平成19年３月31日) 

９ 連結キャッシュ・フロー

計算書における資金の範

囲 

 手許現金、要求払預金及び取得日か

ら３ヶ月以内に満期日の到来する流動

性の高い、容易に換金可能であり、か

つ、価値の変動について僅少なリスク

しか負わない短期的な投資からなって

おります。 

同左 

 

 

会計処理の変更 

 

前連結会計年度 
(平成18年３月31日) 

当連結会計年度 
(平成19年３月31日) 

（固定資産の減損に係る会計基準） 

当連結会計年度から「固定資産の減損に係る会計基準」

（「固定資産の減損に係る会計基準の設定に関する意見書」

（企業会計審議会 平成14年８月９日））及び「固定資産の

減損に係る会計基準の適用指針」（企業会計基準委員会 平

成15年10月31日 企業会計基準適用指針第６号）を適用して

おります。 

これにより税金等調整前当期純利益が689百万円減少して

おります。 

なお、減損損失累計額については、改正後の連結財務諸表規

則に基づき当該各資産の金額から直接控除しております。 

 

（貸借対照表の純資産の部の表示に関する会計基準） 

（自己株式及び準備金の額の減少等に関する会計基準等の

一部改正） 

 当連結会計年度から「貸借対照表の純資産の部の表示に関

する会計基準」（企業会計基準委員会 平成17年12月９日企

業会計基準第５号）及び「貸借対照表の純資産の部の表示に

関する会計基準等の適用指針」（企業会計基準委員会 平成

17年12月９日 企業会計基準適用指針第８号）並びに改正後

の「自己株式及び準備金の額の減少等に関する会計基準」

（企業会計基準委員会 最終改正 平成18年８月11日 企

業会計基準第１号）及び「自己株式及び準備金の額の減少等

に関する会計基準の適用指針」（企業会計基準委員会 最終

改正 平成18年８月11日 企業会計基準適用指針第２号）を

適用しております。 

従来の資本の部の合計に相当する金額は、212,561百万円で

あります。 

なお、当連結会計年度における連結貸借対照表の純資産の

部については、連結財務諸表規則の改正に伴い、改正後の連

結財務諸表規則により作成しております。 

 

 （企業結合に係る会計基準等） 

当連結会計年度から「企業結合に係る会計基準」（企業会

計審議会 平成15年10月31日）及び「事業分離等に関する会

計基準」（企業会計基準委員会 平成17年12月27日 企業会

計基準第7号）並びに「企業結合会計基準及び事業分離会計

基準に関する適用指針」（企業会計基準委員会 平成17年12

月27日 企業会計基準適用指針第10号）を適用しておりま

す。 
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表示方法の変更 

 
前連結会計年度 

(平成18年３月31日) 
当連結会計年度 

(平成19年３月31日) 

（連結貸借対照表） 

 

（連結貸借対照表） 

前連結会計年度において、「連結調整勘定」として掲記さ

れていたものは、当連結会計年度から「のれん」と表示して

おります。 

 

（連結損益計算書） 

１ 前連結会計年度において区分掲記しておりました「賞

与」は、当連結会計年度において、販売費及び一般管理費

の100分の10以下であるため、「その他」に含めて記載して

おります。 

  なお、当連結会計年度の「賞与」は12,210百万円であり

ます。 

 

２ 前連結会計年度において区分掲記しておりました「創立

費償却」は、当連結会計年度において、重要性が減少した

ため、「その他」に含めて記載しております。 

  なお、当連結会計年度の「創立費償却」は３百万円であ

ります。 

 

３ 前連結会計年度において区分掲記しておりました「関係

会社株式評価損」は、当連結会計年度において、特別損失

の100分の10以下であるため、「その他」に含めて記載して

おります。 

  なお、当連結会計年度の「関係会社株式評価損」は58百

万円であります。 

 

４ 前連結会計年度において区分掲記しておりました「関係

会社整理損」は、当連結会計年度において、特別損失の100

分の10以下であるため、「その他」に含めて記載しており

ます。 

  なお、当連結会計年度の「関係会社整理損」は１百万円

であります。 

 

（連結損益計算書） 

１ 前連結会計年度において、「連結調整勘定償却額」とし

て掲記されていたものは、当連結会計年度から、「のれん

償却額」として表示しております。 

 

 

 

 

２ 前連結会計年度において区分掲記しておりました「仕入

割引」は、当連結会計年度において、重要性が減少したた

め、「その他」に含めて記載しております。 

  なお、当連結会計年度の「仕入割引」は158百万円であ

ります。 

 

３ 前連結会計年度において特別損失の「その他」に含めて

記載しておりました「関係会社整理損」は、当連結会計年

度において、重要性が増したため、区分掲記することとい

たしました。 

  なお、前連結会計年度の「関係会社整理損」は１百万円

であります。 

（連結キャッシュ・フロー計算書） 

  
（連結キャッシュ・フロー計算書） 

１ 前連結会計年度において「連結調整勘定償却額」として

区分掲記されていたものは、当連結会計年度から「のれん

償却額」として表示しております。 

 

２ 前連結会計年度において投資活動によるキャッシュ･フ

ローの「その他」に含めて記載しておりました「差入保証

金敷金による支出」及び「差入保証金敷金の返還による収

入」は、当連結会計年度において、重要性が増したため、

区分掲記することといたしました。 

  なお、前連結会計年度の「差入保証金敷金による支出」

は△900百万円、「差入保証金敷金の返還による収入」は

916百万円であります。 
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注記事項 

(連結貸借対照表関係) 

 
前連結会計年度 

(平成18年３月31日) 
当連結会計年度 

(平成19年３月31日) 

※１ 非連結子会社及び関連会社に対するものは次のと

おりであります。 

投資有価証券(株式)               6,660百万円
投資その他の資産 
 その他(出資金)                2,037百万円

   

※１ 非連結子会社及び関連会社に対するものは次のと

おりであります。 

投資有価証券(株式)            7,241百万円
投資その他の資産 
 その他(出資金)                2,359百万円

   

※２ 担保資産及び担保付債務 

   定期預金1,099百万円及び有価証券２百万円を取

引保証金の代用として差し入れております。また、

投資有価証券13百万円を営業保証金等として差し入

れております。 

 

※２ 担保資産及び担保付債務 

   定期預金1,540百万円及び有価証券１百万円を取 

引保証金の代用として差し入れております。また、

投資有価証券13百万円を営業保証金等として差し入

れております。 

 

 ３ 偶発債務 

(1) 従業員の住宅融資制度による銀行からの借入金

に対する保証債務が1,190百万円あります。 

 ３ 偶発債務 

(1) 従業員の住宅融資制度による銀行からの借入金

に対する保証債務が756百万円あります。 

(2) 連結子会社以外の会社の金融機関からの借入等

に対して、以下のとおり債務保証を行っておりま

す。 

Hakuhodo Malaysia Sdn.Bhd. 
(MYR 825千) 26百万円
comON21 Co., Ltd. 
(KRW 2,500,000千) 301百万円
Media Intelligence Co.,Ltd. 
(THB 30,000千) 86百万円
上海広告有限公司 
(CNY 1,750千) 25百万円
Hakuhodo Percept Pvt.Ltd. 
(INR 34,894千) 92百万円
Yonhap TV News 
(KRW 45,000千) 5百万円
 合計 537百万円
 

(2) 連結子会社以外の会社の金融機関からの借入等

に対して、以下のとおり債務保証を行っておりま

す。 

comON21 Co., Ltd. 
(KRW 6,500,000千) 816百万円
Media Intelligence Co.,Ltd. 
(THB 30,000千) 102百万円
The shell Company of Thai 
(THB  63千) 0百万円
Hakuhodo Percept Pvt.Ltd. 
(INR 13,623千) 37百万円
Yonhap TV News 
(KRW 45,000千) 5百万円
 合計 962百万円
 

 ４ 受取手形割引高及び裏書譲渡高 

受取手形割引高                     8百万円
受取手形裏書譲渡高                57百万円

  

 ４ 受取手形割引高及び裏書譲渡高 

受取手形割引高                    8百万円 
受取手形裏書譲渡高             224百万円 

  

 ５ 期末日満期手形 

        

 ５ 期末日満期手形 

連結会計年度末日満期手形の会計処理について

は、手形交換日をもって決済処理しております。 

なお、連結会計年度末日が金融機関の休日であっ

たため、次の連結会計年度末日満期手形が連結会計

年度末残高に含まれております。 

受取手形 2,161 百万円

支払手形 1,093 百万円
 

※６ 発行済株式総数 

普通株式                      38,855,810株

  

※６ 発行済株式総数 

普通株式                     38,855,810株 

  

※７ 自己株式の保有数 

   連結会社が保有する連結財務諸表提出会社の株式

の数は以下のとおりであります。 

普通株式                           4,293株

 

※７ 自己株式の保有数 

   連結会社が保有する連結財務諸表提出会社の株式

の数は以下のとおりであります。 

普通株式                          4,384株 
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(連結損益計算書関係) 

 
前連結会計年度 

(自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日) 

当連結会計年度 
(自 平成18年４月１日 
至 平成19年３月31日) 

※１ 固定資産売却益の内容は次のとおりであります。

建物及び構築物 43百万円
土地 41百万円
その他(車両運搬具) 0百万円
その他(工具器具備品) 4百万円
 計 90百万円

  

※１ 固定資産売却益の内容は次のとおりであります。

土地 23百万円
その他(車両運搬具) 1百万円
その他(工具器具備品) 0百万円
ソフトウェア 5百万円
 計 30百万円

  
※２ 固定資産売却損の内容は次のとおりであります。

建物及び構築物 21百万円
その他(車両運搬具) 0百万円
その他(工具器具備品) 4百万円
 計 26百万円

  

※２ 固定資産売却損の内容は次のとおりであります。

建物及び構築物 2百万円
土地 3百万円
その他(車両運搬具) 0百万円
その他(工具器具備品) 72百万円
 計 80百万円

  

※３ 固定資産除却損の内容は次のとおりであります。

建物及び構築物 235百万円
その他(機械装置) 3百万円
その他(車両運搬具) 0百万円
その他(工具器具備品) 56百万円
ソフトウェア 11百万円
 計 307百万円

  

※３ 固定資産除却損の内容は次のとおりであります。

建物及び構築物 154百万円
その他(機械装置) 0百万円
その他(車両運搬具) 1百万円
その他(工具器具備品) 47百万円
ソフトウェア 15百万円
 計 218百万円

  

※４ 減損損失 

  当連結会計年度において、当社グループは収益性の

著しく低下した以下の賃貸用不動産等33件の帳簿価

額を回収可能価額まで減額し、当該減少額を減損損失

（689百万円）として特別損失に計上いたしました。

地

域 
主な用途 種類 減損損失 

首

都

圏 

主に賃貸用 

マンション 

計５件 

土地及び建物 498百万円

近

畿

圏 

主に賃貸用 

マンション 

計５件 

土地及び建物 32百万円

そ

の

他 

主に賃貸用 

マンション 

計23件 

土地、建物 

及びその他 

 158百万円

 

（地域ごとの減損金額の内訳） 

首都圏 498百万円 

（土地19百万円、建物479百万円） 

近畿圏  32百万円 

（土地1百万円、建物30百万円） 

その他 158百万円 

（土地20百万円、建物126百万円、その他11百万円）

計  689百万円 

（土地41百万円、建物636百万円、その他11百万円）

なお、当資産グループの回収可能価額は、正味売却

価額により測定しており、土地、建物及び借地権につ

いては、主として固定資産税評価額を基礎に評価して

おります。 

※４ 減損損失 

  当連結会計年度において、当社グループは収益性の

著しく低下した以下の賃貸用不動産等３件の帳簿価

額を回収可能価額まで減額し、当該減少額を減損損失

（29百万円）として特別損失に計上いたしました。  

地

域
主な用途 種類 減損損失 

首

都

圏

賃貸用施設 

 

計１件 

土地及び建物 27百万円

そ

の

他

遊休地 

 

計２件 

土地  2百万円 

 

 

 

 

（地域ごとの減損金額の内訳） 

首都圏   27百万円 

（土地17百万円、建物9百万円） 

その他   2百万円 

（土地2百万円） 

計    29百万円 

（土地20百万円、建物9百万円） 

 

 

なお、当資産グループの回収可能価格は、正味売却

価格により測定しており、土地、借地権及び建物につ

いては、主として固定資産税評価額を基礎に評価して

おります。 
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前連結会計年度 

(自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日) 

当連結会計年度 
(自 平成18年４月１日 
至 平成19年３月31日) 

※５ 特別損失「その他」の内容は次のとおりでありま

す。 

ゴルフ会員権評価損 20百万円
ゴルフ会員権売却損 34百万円
関係会社株式評価損 58百万円
その他 6百万円
 計 119百万円

  

※５ 特別損失「その他」の内容は次のとおりでありま

す。 

ゴルフ会員権評価損 8百万円
ゴルフ会員権売却損 4百万円
 計 13百万円
 
 

  
※６ ゴルフ会員権評価損には、貸倒引当金繰入額17百

万円が含まれております。 

 

※６ ゴルフ会員権評価損には、貸倒引当金繰入額６百

万円が含まれております。 

 

 

 

(連結株主資本等変動計算書関係) 

 当連結会計年度（自 平成 18 年４月１日 至 平成 19 年３月 31 日） 

１．発行済株式の種類及び総数並びに自己株式の種類及び株式数に関する事項 

 前連結会計年度末 
株式数（株） 

当連結会計年度 
増加株式数（株） 

当連結会計年度 
減少株式数（株） 

当連結会計年度末 
株式数（株） 

発行済株式数   

 普通株式 38,855,810       －      － 38,855,810

  合計 38,855,810       －      － 38,855,810

自己株式   

普通株式   4,293 91      －     4,384

合計   4,293       91      －     4,384

(注)普通株式の自己株式の株式数の増加91株は、単元未満株式の買取りによる増加であります。 

 
 
２．新株予約権等に関する事項 
 
  該当事項はありません。 
 
 
３．配当に関する事項 
 

(1) 配当金支払額 
    
   平成 18 年６月 29 日の定時株主総会において次の通り決議しております。 
 

・普通株式の配当に関する事項 
 
   ① 配当金の総額           1,165 百万円 
   ② １株当たり配当金                      30 円 
   ③ 基準日                   平成 18 年３月 31 日 
   ④ 効力発生日          平成 18 年６月 30 日 
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   平成 18 年 11 月 15 日開催当社取締役会において、次の通り決議しております。 
  

・普通株式の配当に関する事項 
 
   ① 配当の総額           1,165 百万円 
   ② １株当たり配当金           30 円 
   ③ 基準日          平成 18 年９月 30 日 
   ④ 効力発生日         平成 18 年 12 月８日 
 
 
(2) 基準日が当連結会計年度に属する配当のうち、配当の効力発生日が当連結会計年度末後となるもの 
 

平成 19年 6月 28 日開催定時株主総会の議案として、普通株式の配当に関する事項を次のとおり、
提案しております。 

  
・普通株式の配当に関する事項 

 
   ① 配当の総額           1,554 百万円 
   ② 配当の原資                  利益剰余金 
      ③ １株当たり配当金           40 円 
   ④ 基準日          平成 19 年３月 31 日 
   ⑤ 効力発生日         平成 19 年６月 29 日 
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(連結キャッシュ・フロー計算書関係)  
 

前連結会計年度 
(自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日) 

当連結会計年度 
(自 平成18年４月１日 
至 平成19年３月31日) 

※１ 現金及び現金同等物の期末残高と連結貸借対照表

に掲記されている科目の金額との関係 

現金及び預金 84,134百万円
有価証券 686百万円
 計 84,820百万円

預入期間が３ヶ月を超える 
定期預金 

5,199百万円

MMF、FFF、及び公社債投信 
以外の有価証券 99百万円
現金及び現金同等物 79,522百万円

  

※１ 現金及び現金同等物の期末残高と連結貸借対照表

に掲記されている科目の金額との関係 

現金及び預金 69,179百万円
有価証券 2,131百万円
 計 71,310百万円

預入期間が３ヶ月を超える 
定期預金 

5,564百万円

MMF、FFF、及び公社債投信 
以外の有価証券 1,842百万円
現金及び現金同等物 63,904百万円

  

※２ 株式の取得により連結子会社となった会社の資産

及び負債の主な内訳 

   (Mustoe Merriman Levy Group Holdings Ltd.) 

流動資産 766百万円
固定資産 96百万円
 資産合計 863百万円

 
流動負債 642百万円
固定負債 7百万円
 負債合計 650百万円

   

 

※２       ――――――― 

 

※３              ――――――― 

 
 
 
 
 
 
 
 

 

※３ 株式の売却により連結子会社でなくなった会社の

資産及び負債の主な内訳 

   (Mustoe Merriman Levy Group Holdings Ltd.) 

流動資産 362百万円
固定資産 16百万円
 資産合計 378百万円

 
流動負債 332百万円
固定負債 8百万円
 負債合計 341百万円

  

※４       ――――――― 

 

※４ 重要な非資金取引の内容 

当社の連結子会社である㈱博報堂ジーワンは、

同社の全事業と㈱ティービーダブリューエー・ジ

ャパンの一部事業を分割、統合し、㈱TBWA＼

HAKUHODOを新規設立しました。当該会社分割（共

同新設分割）により受け入れた資産及び負債の主

な内訳は以下のとおりであります。 

流動資産 1,600百万円
固定資産 93百万円
 資産合計 1,693百万円

  
流動負債 935百万円
固定負債 157百万円
 負債合計 1,093百万円
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(セグメント情報) 

【事業の種類別セグメント情報】 

前連結会計年度(自 平成17年４月１日 至 平成18年３月31日) 

 

 
広告業 
(百万円) 

その他の事業
(百万円) 

計(百万円) 
消去又は 

全社(百万円) 
連結(百万円)

Ⅰ 売上高及び営業損益  

売上高  

(1) 外部顧客に 
対する売上高 

1,109,951 1,170 1,111,121 － 1,111,121

(2) セグメント間の内部 
売上高又は振替高 

6 6,549 6,556 (6,556) －

計 1,109,957 7,720 1,117,678 (6,556) 1,111,121

営業費用 1,084,107 6,830 1,090,938 (4,526) 1,086,411

営業利益 25,850 889 26,739 (2,029) 24,710

Ⅱ 資産、減価償却費及び 
資本的支出 

 

資産 495,159 15,666 510,825 7,645 518,471

減価償却費 3,259 129 3,388 40 3,429

資本的支出 8,314 232 8,546 40 8,586

(注) １ 事業区分の方法 

  当社グループの経営の実態を具体的かつ適切に開示できるよう、本業である広告業及びその周辺領域事業と

その他の事業に区分しております。 

２ 各事業区分の主な内容 

広告業    ：新聞、雑誌、ラジオ、テレビ、デジタルメディア等各種媒体における広告業務取り扱い及

び広告表現に関する企画、制作並びにマーケティング、PR等のサービス活動の一切 

その他の事業 ：不動産賃貸、物品販売、ビルサービス、人材派遣等 

３ 営業費用のうち、消去又は全社の項目に含めた配賦不能営業費用の主なものは、親会社本社の管理部門にか

かる費用であり、当連結会計年度は 2,079百万円であります。 

４ 資産のうち、消去又は全社の項目に含めた全社資産の主なものは、親会社での現金及び預金、管理部門に係

る資産等であり、当連結会計年度は10,319百万円であります。 
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当連結会計年度(自 平成18年４月１日 至 平成19年３月31日) 

 

 
広告業 
(百万円) 

その他の事業
(百万円) 

計(百万円) 
消去又は 

全社(百万円) 
連結(百万円)

Ⅰ 売上高及び営業損益  

売上高  

(1) 外部顧客に 
対する売上高 

1,086,899 1,543 1,088,442 － 1,088,442

(2) セグメント間の内部 
売上高又は振替高 

59 5,735 5,794 (5,794) －

計 1,086,958 7,278 1,094,236 (5,794) 1,088,442

営業費用 1,061,352 6,446 1,067,799 (3,811) 1,063,988

営業利益 25,605 832 26,437 (1,983) 24,454

Ⅱ 資産、減価償却費及び 
資本的支出 

 

資産 506,006 15,029 521,035 13,445 534,481

減価償却費 5,545 175 5,720 111 5,832

資本的支出 2,073 23 2,097 40 2,138

(注) １ 事業区分の方法 

  当社グループの経営の実態を具体的かつ適切に開示できるよう、本業である広告業及びその周辺領域事業と

その他の事業に区分しております。 

２ 各事業区分の主な内容 

広告業    ：新聞、雑誌、ラジオ、テレビ、デジタルメディア等各種媒体における広告業務取り扱い及

び広告表現に関する企画、制作並びにマーケティング、PR等のサービス活動の一切 

その他の事業 ：不動産賃貸、物品販売、ビルサービス、人材派遣等 

３ 営業費用のうち、消去又は全社の項目に含めた配賦不能営業費用の主なものは、親会社本社の管理部門にか

かる費用であり、当連結会計年度は1,950百万円であります。 

４ 資産のうち、消去又は全社の項目に含めた全社資産の主なものは、親会社での現金及び預金、管理部門に係

る資産等であり、当連結会計年度は16,444百万円であります。 

（会計方針の変更） 

当連結会計年度より「役員賞与に関する会計基準」（企業会計基準委員会 平成17年11月29日 企業会計基

準第4号）を適用しております。 

 この結果、広告業において営業費用が 179 百万円増加し、営業利益は同額減少しており、その他の事業にお

いて営業費用が 1百万円増加し、営業利益は同額減少しており、消去又は全社において、営業費用が 41 百万円

増加し、営業利益は同額増加しております。 

（追加情報） 

 当社及び㈱博報堂、㈱博報堂 DY メディアパートナーズ、㈱大広及び㈱読売広告社が本社移転を決定したこと

にともない、当連結会計年度において、処分予定資産の耐用年数を残存利用期間まで短縮いたしました。 

 この結果、広告業において営業費用が122百万円減少し、営業利益は同額増加、減価償却費が2,124百万円増

加し、資産が同額減少しており、消去又は全社において、営業費用が10百万円減少し、営業利益は同額増加、

減価償却費が77百万円増加し、資産が同額減少しております。 
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【所在地別セグメント情報】 

前連結会計年度(自 平成17年４月１日 至 平成18年３月31日) 

 

 
日本 

(百万円) 
海外 

(百万円) 
計(百万円) 

消去又は 
全社(百万円) 

連結(百万円)

Ⅰ 売上高及び営業損益  

売上高  

(1) 外部顧客に 
対する売上高 

1,075,916 35,205 1,111,121 － 1,111,121

(2) セグメント間の内部 
売上高又は振替高 

477 4,241 4,718 (4,718) －

計 1,076,393 39,446 1,115,840 (4,718) 1,111,121

営業費用 1,050,093 39,067 1,089,161 (2,749) 1,086,411

営業利益 26,299 378 26,678 (1,968) 24,710

Ⅱ 資産 489,868 20,519 510,388 8,082 518,471

(注) １ 本邦以外の区分に属する主な国又は地域 

  海外：アメリカ、イギリス、ドイツ、フランス、中国、韓国、タイ、オーストラリア  

２ 営業費用のうち、消去又は全社の項目に含めた配賦不能営業費用の主なものは、親会社本社の管理部門にか

かる費用であり、当連結会計年度は2,079百万円であります。 

３ 資産のうち、消去又は全社の項目に含めた全社資産の主なものは、親会社での現金及び預金、管理部門に係

る資産等であり、当連結会計年度は10,319百万円であります。 

 

当連結会計年度(自 平成18年４月１日 至 平成19年３月31日) 

 

 
日本 

(百万円) 
海外 

(百万円) 
計(百万円) 

消去又は 
全社(百万円) 

連結(百万円)

Ⅰ 売上高及び営業損益  

売上高  

(1) 外部顧客に 
対する売上高 

1,057,157 31,285 1,088,442 － 1,088,442

(2) セグメント間の内部 
売上高又は振替高 

547 5,892 6,439        (6,439) －

計 1,057,704 37,177 1,094,882 (6,439) 1,088,442

営業費用 1,031,370 37,124 1,068,495 (4,506) 1,063,988

営業利益 26,334 52 26,387 (1,932) 24,454

Ⅱ 資産 498,554 20,067 518,621 15,859  534,481

(注) １ 本邦以外の区分に属する主な国又は地域 

  海外：アメリカ、ドイツ、フランス、中国、韓国、タイ、オーストラリア 

２ 営業費用のうち、消去又は全社の項目に含めた配賦不能営業費用の主なものは、親会社本社の管理部門にか

かる費用であり、当連結会計年度は1,950百万円であります。 

３ 資産のうち、消去又は全社の項目に含めた全社資産の主なものは、親会社での現金及び預金、管理部門に係

る資産等であり、当連結会計年度は16,444百万円であります。 

（会計方針の変更） 

当連結会計年度より「役員賞与に関する会計基準」（企業会計基準委員会 平成17年11月29日 企業会計基

準第4号）を適用しております。 
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 この結果、日本において営業費用が 180 百万円増加し、営業利益は同額減少しており、消去又は全社におい

て、営業費用が 41 百万円増加し、営業利益は同額増加しております。 

（追加情報） 

 当社及び㈱博報堂、㈱博報堂 DY メディアパートナーズ、㈱大広及び㈱読売広告社が本社移転を決定したこと

にともない、当連結会計年度において、処分予定資産の耐用年数を残存利用期間まで短縮いたしました。 

 この結果、日本において営業費用が122百万円減少し、営業利益は同額増加し、資産は2,124百万円減少して

おり、消去又は全社において、営業費用が10百万円減少し、営業利益は同額増加し、資産は77百万円減少して

おります。 
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【海外売上高】 

前連結会計年度(自 平成17年４月１日 至 平成18年３月31日) 

 

Ⅰ 海外売上高(百万円) 35,435

Ⅱ 連結売上高(百万円) 1,111,121

Ⅲ 連結売上高に占める 
海外売上高の割合(％) 

3.2

(注) １ 本邦以外の区分に属する主な国又は地域 

  海外： アメリカ、イギリス、ドイツ、フランス、中国、韓国、タイ、オーストラリア 

２ 海外売上高は、当社及び連結子会社の本邦以外の国又は地域における売上高であります。 

 

当連結会計年度(自 平成18年４月１日 至 平成19年３月31日) 

 

Ⅰ 海外売上高(百万円) 32,935

Ⅱ 連結売上高(百万円) 1,088,442

Ⅲ 連結売上高に占める 
海外売上高の割合(％) 

3.0

(注) １ 本邦以外の区分に属する主な国又は地域 

  海外：アメリカ、ドイツ、フランス、中国、韓国、タイ、オーストラリア 

２ 海外売上高は、当社及び連結子会社の本邦以外の国又は地域における売上高であります。 

 

【関連当事者との取引】 
前連結会計年度(自 平成17年４月１日 至 平成18年３月31日) 

該当事項はありません。 

 

当連結会計年度(自 平成18年４月１日 至 平成19年３月31日) 

該当事項はありません。 
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(１株当たり情報) 

 
前連結会計年度 

(自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日) 

当連結会計年度 
(自 平成18年４月１日 
至 平成19年３月31日) 

１株当たり純資産額                      5,234円58銭

 

１株当たり純資産額                      5,471円13銭

 

１株当たり当期純利益                      285円51銭

 

１株当たり当期純利益                      310円30銭

 

なお、潜在株式調整後１株当たり当期純利益について

は、潜在株式がないため記載しておりません。 

なお、潜在株式調整後１株当たり当期純利益について

は、潜在株式がないため記載しておりません。 

 

(注) １株当たり当期純利益の算定上の基礎 

 

項目 
前連結会計年度 

(自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日)

当連結会計年度 
(自 平成18年４月１日 
至 平成19年３月31日)

連結損益計算書上の当期純利益(百万円) 11,313 12,055

普通株主に帰属しない金額の主要な内訳(百万円) 

 利益処分による役員賞与金 220 －

普通株主に帰属しない金額(百万円) 220 －

普通株式に係る当期純利益(百万円) 11,092 12,055

普通株式の期中平均株式数(千株) 38,852 38,851

 
 
(重要な後発事象) 

 

前連結会計年度 
(自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日) 

当連結会計年度 
(自 平成18年４月１日 
至 平成19年３月31日) 

 

――――――― 

 

 

（自己株式の取得） 

経営環境の変化に対応した機動的な資本政策の遂

行を可能とするため、平成 19年 5月 14日開催の当

社取締役会において、会社法第 165 条第 3 項の規

定により読み替えて適用される同法 156 条の規定に

基づき、自己株式の取得を決定いたしました。 

① 取得の方法：信託銀行への信託方式による

市場買い付け 

② 取得する株式の総数（上限）：116,000 株（発

行済株式総数に対する割合 0.3％） 

③ 株式の取得総額（上限）：1,000 百万円 

④ 自己株式買付けの期間：平成19年5月15日

から平成19年6月29日まで 
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５．生産、受注及び販売の状況 

(1) 生産実績及び受注実績 

当社グループは、広範囲かつ多種多様にわたる広告業務サービスの提供を主たる事業としております。事業の

種類別セグメントごとの生産及び受注実績については、広告業務サービスの内容、構造、形式等が必ずしも一様

でないため、その金額あるいは数量を記載しておりません。 

  

(2) 販売実績 

前連結会計年度及び当連結会計年度における販売実績を事業の種類別セグメントごとに示すと、次のとおりで

あります。 

  

事業の種類別セグメントの名称 

前連結会計年度 

(自 平成17年４月１日 

至 平成18年３月31日) 

当連結会計年度 

(自 平成18年４月１日 

至 平成19年３月31日) 

広告業(百万円) 1,109,951 1,086,899

その他の事業(百万円) 1,170 1,543

合計 1,111,121 1,088,442

(注) 上記金額には、消費税等は含まれておりません。 
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４．個別財務諸表 
① 貸借対照表 

  
前事業年度 

(平成18年３月31日) 
当事業年度 

(平成19年３月31日) 

区分 
注記 
番号 

金額(百万円) 
構成比
(％)

金額(百万円) 
構成比
(％)

(資産の部)    

Ⅰ 流動資産    

１ 現金及び預金  30  35 

２ 営業未収入金  192  181 

３ 関係会社短期貸付金  20,039  18,650 

４ 有価証券  -  1,596 

５ 債権信託受益権  5,785  3,344 

６ 未収入金  808  805 

７ 前払費用  27  20 

８ 繰延税金資産  34  83 

９ その他  17  123 

流動資産合計  26,935 12.6  24,841 11.4

Ⅱ 固定資産    

１ 有形固定資産    

(1) 建物  259 268  

減価償却累計額  △77 182 △266 2 

(2) 車両運搬具  19 29  

減価償却累計額  △11 8 △4 25 

(3) 工具器具及び備品  44 46  

減価償却累計額  △25 18 △34 11 

有形固定資産合計  209 0.1  38 0.0

２ 無形固定資産    

(1) ソフトウェア  1  1 

無形固定資産合計  1 0.0  1 0.0

３ 投資その他の資産    

(1) 投資有価証券  559  6,352 

(2) 関係会社株式  170,538  170,774 

(3) 差入保証金敷金  1,301  3,921 

(4) 関係会社長期貸付金  12,160  11,160 

(5) 長期性預金  1,500  1,500 

(6) 繰延税金資産  66  155 

投資その他の資産合計  186,126 87.3  193,863 88.6

固定資産合計  186,338 87.4  193,903 88.6

資産合計  213,273 100.0  218,745 100.0
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前事業年度 
(平成18年３月31日) 

当事業年度 
(平成19年３月31日) 

区分 
注記 
番号 

金額(百万円) 
構成比
(％)

金額(百万円) 
構成比
(％)

(負債の部)    

Ⅰ 流動負債    

１ グループ預り金  42,280  45,221 

２ 未払金  58  41 

３ 未払費用  351  336 

４ 未払法人税等  44  75 

５ 役員賞与引当金  -  41 

６ 預り金  7  9 

７ その他  -  19 

流動負債合計  42,741 20.1  45,744 20.9

Ⅱ 固定負債    

１ 役員退職慰労引当金  167  217 

２ 預り保証金敷金  1,147  1,304 

固定負債合計  1,314 0.6  1,521 0.7

負債合計  44,056 20.7  47,266 21.6

(資本の部)    

Ⅰ 資本金  10,000 4.7 - - -

Ⅱ 資本剰余金    

１ 資本準備金  153,538 -  

資本剰余金合計  153,538 72.0  - -

Ⅲ 利益剰余金    

１ 当期未処分利益  5,708 -  

利益剰余金合計  5,708 2.6  - -

Ⅳ その他有価証券評価差額金  1 0.0  - -

Ⅴ 自己株式  △31 △0.0  - -

資本合計  169,216 79.3  - -

負債及び資本合計  213,273 100.0  - -
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前事業年度 
(平成18年３月31日) 

当事業年度 
(平成19年３月31日) 

区分 
注記 
番号 

金額(百万円) 
構成比
(％)

金額(百万円) 
構成比
(％)

(純資産の部)    

Ⅰ 株主資本    

  １  資本金  -  10,000 4.6

２ 資本剰余金    

(1) 資本準備金  - 153,538  

資本剰余金合計  -  153,538 70.2

３ 利益剰余金    

(1) その他利益剰余金    

繰越利益剰余金  - 7,972  

利益剰余金合計  -  7,972 3.6

４ 自己株式  -  △32 0.0

株主資本合計  -  171,478 78.4

Ⅱ 評価･換算差額等    

その他有価証評価差額金  -  0 

評価・換算差等合計  -  0 0.0

純資産合計  -  171,479 78.4

負債純資産合計  -  218,745 100.0
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② 損益計算書 

  
前事業年度 

(自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日) 

当事業年度 
(自 平成18年４月１日 
至 平成19年３月31日) 

区分 
注記 
番号 

金額(百万円) 
百分比
(％)

金額(百万円) 
百分比
(％)

Ⅰ 営業収益    

１ 受取配当金  4,400 4,703  

２ 受取手数料  2,202 6,603 100.0 2,074 6,777 100.0

Ⅱ 一般管理費    

１ 給与手当  773 727  

２ 賞与  163 165  

３ 役員賞与引当金繰入額  - 41  

４ 役員退職慰労引当金 
繰入額 

 55 57  

５ 不動産賃借料  131 170  

６ 減価償却費  40 31  

７ 業務委託費  340 336  

８ その他  667 2,173 32.9 575 2,106 31.1

営業利益  4,429 67.1  4,671 68.9

Ⅲ 営業外収益    

１ 受取利息  192 287  

２ 受取賃貸料  16 8  

３ その他  1 210 3.2 59 354 5.2

Ⅳ 営業外費用    

１ 支払利息  45 120  

２ 投資事業組合損失  13 115  

３ その他  0 58 0.9 - 236 3.4

経常利益  4,580 69.4  4,789 70.7

Ⅴ 特別利益   0 -

１ 固定資産売却益  - - - 0 0 0.0

Ⅵ 特別損失    

１ 事務所設備早期償却  -     87  

２ 固定資産売却損  - - - 1 88 1.3

税引前当期純利益  4,580 69.4  4,701 69.4

法人税、住民税 
及び事業税 

 130 207  

法人税等調整額  △20 109 1.7 △136 70 1.1

当期純利益  4,470 67.7  4,630 68.3

前期繰越利益  2,208 33.5   

中間配当額  971 14.7   

当期未処分利益  5,708 86.5   
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③ 株主資本変動計算書 
当事業年度（自 平成18年４月１日 至 平成19年３月31日）                      

株主資本 
評価・換算

差額等 

資本剰余金 利益剰余金

その他利益

剰余金 

  

  
資本金 

資本準備金 
繰越利益 

剰余金 

自己株式
株主資本

合計 

その他 

有価証券 

評価差額金 

純資産合計

 

平成 18 年３月 31 日残高
(百万円) 

10,000 153,538 5,708 △31 169,215 1 169,216 

事業年度中の変動額     

剰余金の配当   △2,331 △2,331  △2,331 

役員賞与   △36 △36  △36 

当期純利益   4,630 4,630  4,630 

自己株式の取得   △0 △0  △0 

株主資本以外の項目
の事業年度中の 
変動額(純額) 

  △0 △0 

事業年度中の 
変動額合計(百万円) 

  2,263 △0 2,263 △0 2,262 

平成 19 年３月 31 日残高
(百万円) 

10,000 153,538 7,972 △32 171,478 0 171,479 

 

④ 利益処分計算書 

  
前事業年度 

(平成18年6月29日) 

区分 
注記 
番号 

金額(百万円) 

Ⅰ 当期未処分利益  5,708

Ⅱ 利益処分額  

１ 配当金  1,165

２ 取締役賞与金  36 1,201

Ⅲ 次期繰越利益  4,506

     (注) 日付は株主総会承認日であります。 

 
 
 


